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個
別
企
業
及
び
事
業
主
団
体
の
回
答
か
ら
、

最
近
の
円
高
の
進
行
が
収
益
に
与
え
る
影
響

に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
の
か

を
み
る
と
、「
大
変
悪
い
影
響
が
あ
る
」
が
二

七
・
四
％
、「
若
干
悪
い
影
響
が
あ
る
」
が
四

〇
・
六
％
で
、
合
わ
せ
て
七
割
弱
が
悪
影
響

が
あ
る
と
回
答
。一
方
、「
良
い
影
響
が
あ
る
」

と
す
る
回
答
は
な
く
、「
若
干
良
い
影
響
が
あ

る
」
は
九
・
四
％
と
一
割
未
満
に
と
ど
ま
っ

て
い
る
。「
直
接
的
な
影
響
は
な
い
」は
二
〇
・

八
％
、
無
回
答
は
三
・
八
％
で
、
こ
れ
に
は

「
良
い
面
と
悪
い
面
の
両
方
が
考
え
ら
れ
る

た
め
判
断
保
留
」
の
企
業
が
含
ま
れ
て
い
る

（
図
１
）。

　

影
響
の
具
体
的
な
内
容
を
み
る
と
、
悪
い

影
響
で
は
、「
輸
出
採
算
の
悪
化
」（
電
機
、
化

学
、
印
刷
、
陶
業
、
海
運
、
一
般
機
械
、
金

型
、
非
鉄
金
属
）
に
加
え
、「
取
引
先
の
需
要

減
少
」（
工
作
機
械
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
）、「
海

外
の
競
合
メ
ー
カ
ー
に
対
す
る
価
格
競
争
力

の
低
下
」（
自
動
車
、
医
薬
品
、
造
船
・
重
機
）、

「
国
内
市
場
へ
の
安
価
な
輸
入
品
流
入
に
よ

る
競
争
激
化
（
ユ
ー
ザ
ー
か
ら
の
値
引
き
要

請
）」（
電
機
、
電
線
、
ゴ
ム
、
非
鉄
金
属
）、「
親

会
社
か
ら
の
値
引
き
要
請
」（
中
小
企
業
団

体
）
が
あ
が
っ
た
。

　

ま
た
、「
海
外
子
会
社
の
業
績
の
目
減
り

（
為
替
差
損
の
発
生
）」（
建
設
、
水
産
、
道

路
貨
物
、
出
版
）
や
、「
外
貨
保
有
資
産
の
目

減
り
」（
遊
技
機
器
）、「
円
ベ
ー
ス
で
の
連
結

売
上
高
等
の
減
少
」（
食
品
）
の
ほ
か
、「
海
外

か
ら
日
本
へ
の
旅
行
者
に
よ
る
ト
ラ
ベ
ル
リ

テ
ー
ル
の
冷
え
込
み
」（
化
粧
品
）、「
外
国
人

企
業
・
事
業
主
団
体
調
査
結
果

７
割
弱
が
収
益
に
「
悪
い
影
響
」
と
回
答

　

今
年
に
入
っ
て
か
ら
、
と
く
に
六
月
以
降
、

急
速
に
円
高
ド
ル
安
が
進
ん
で
い
る
。
終
値

ベ
ー
ス
で
は
、
六
月
二
二
日
の
一
ド
ル
＝
九

〇
・
五
〇
円
を
最
後
に
、
八
〇
円
台
に
突
入
。

一
〇
月
二
九
日
に
は
八
〇
・
四
三
円
を
つ
け
、

九
五
年
に
記
録
し
た
、
過
去
最
高
の
七
九
・

七
五
円
が
目
前
に
迫
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た

な
か
、
企
業
は
急
激
な
円
高
を
ど
う
捉
え
、

ど
の
よ
う
な
対
応
策
を
採
っ
て
い
る
の
か
、

雇
用
に
対
し
て
は
ど
の
よ
う
な
影
響
を
及
ぼ

す
の
か
―
―
。
当
機
構
の
ビ
ジ
ネ
ス
・
レ
ー

バ
ー
・
モ
ニ
タ
ー
（
※
）
に
対
し
、
緊
急
調

査
し
た
結
果
を
紹
介
す
る
。

　

調
査
は
、
企
業
モ
ニ
タ
ー
八
九
社
、
事
業

主
団
体
モ
ニ
タ
ー
五
二
組
織
を
対
象
に
、
九

月
二
一
日
〜
一
〇
月
一
四
日
に
か
け
て
実
施
。

企
業
六
三
社
、
事
業
主
団
体
四
三
組
織
か
ら

得
た
回
答
を
集
計
し
た
（
そ
れ
ぞ
れ
有
効
回

収
率
は
七
〇
・
八
％
、
八
二
・
七
％
）。

ビジネス・レーバー・モニター緊急調査

急伸する円高の
影響と対応策

図１　最近の円高の進行が、貴社全体の収益に与える影響についてどう考えるか
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や
留
学
生
等
の
利
用
減
少
」（
ホ
テ
ル
、
専
修

学
校
等
）
―
―
な
ど
も
あ
っ
た
。

　

ま
た
、
円
高
に
よ
る
、
景
気
悪
化
や
株
価

下
落
等
の
悪
影
響
を
懸
念
す
る
声
も
多
か
っ

た
。「
消
費
の
落
ち
込
み
」（
百
貨
店
、書
籍
）

や
、「
利
用
者
の
減
少
」（
ク
レ
ジ
ッ
ト
、鉄
道
）、

「
国
内
配
送
・
輸
出
貨
物
の
荷
量
の
減
少
」

（
道
路
貨
物
、
港
湾
運
輸
）、「
使
用
量
の
低

下
」（
電
力
）
の
ほ
か
、「
設
備
投
資
」（
セ
メ
ン

ト
）
や
「
情
報
化
整
備
投
資
」（
情
報
サ
ー
ビ

ス
）、「
人
材
投
資
」（
そ
の
他
、
職
業
紹
介
、

事
務
処
理
サ
ー
ビ
ス
）、「
広
告
投
資
」（
民
間

放
送
）
―
―
の
低
迷
等
の
指
摘
が
あ
っ
た
。

　

一
方
、
良
い
影
響
と
し
て
は
、「
輸
入
原
材

料
価
格
の
低
下
」（
金
属
製
品
、
石
膏
ボ
ー
ド
、

化
粧
品
、
外
食
、
パ
ン
・
菓
子
、
製
缶
、
航

空
運
輸
、ガ
ス
）や
、「
輸
入
品
価
格
の
低
下
」

（
玩
具
等
販
売
、
自
動
車
販
売
）
等
の
指
摘

が
み
ら
れ
た
。
ま
た
、「
海
外
で
積
極
的
な
事

業
展
開
が
で
き
る
」（
商
社
）
や
、「
海
外
企
業

の
買
収
が
し
や
す
く
な
る
」（
食
品
）
と
い
っ

た
回
答
も
あ
っ
た
。

　

円
高
の
影
響
が
な
い
と
回
答
し
た
企
業
の

多
く
は
、「
主
た
る
事
業
が
鉄
軌
・
不
動
産
等

の
た
め
、
為
替
変
動
が
収
支
に
与
え
る
影
響

は
極
め
て
少
な
い
」（
鉄
道
）
の
よ
う
に
、
事

業
展
開
や
取
引
先
が
国
内
の
み
で
あ
る
こ
と

を
理
由
に
あ
げ
て
い
る
（
ネ
ッ
ト
ビ
ジ
ネ
ス
、

請
負
、
シ
ル
バ
ー
産
業
、
葬
祭
、
警
備
、
出

版
、
専
修
学
校
等
）。
一
方
、
生
産
拠
点
を

移
し
、「
中
国
生
産
比
率
が
増
大
し
て
い
る
た

め
」（
ア
パ
レ
ル
）
の
ほ
か
、「
原
材
料
価
格
は

低
下
す
る
が
、
消
費
減
に
よ
る
売
上
高
減
少

で
相
殺
さ
れ
る
」（
外
食
）、「
輸
出
入
が
均
衡

し
て
い
る
」（
エ
レ
ク
ト
リ
ッ
ク
・
マ
ニ
フ
ァ

ク
チ
ャ
リ
ン
グ
・
サ
ー
ビ
ス
）、「
主
力
事
業

に
つ
い
て
は
為
替
変
動
で
利
益
が
変
わ
ら
な

い
よ
う
な
シ
ス
テ
ム
を
採
用
し
て
い
る
」（
食

品
）、「
為
替
レ
ー
ト
の
変
動
を
卸
価
格
に
反

映
さ
せ
る
仕
組
み
が
あ
る
」（
石
油
精
製
）
と

い
っ
た
回
答
も
み
ら
れ
た
。

現
状
続
け
ば
雇
用
に「
影
響
あ
り
」

が
４
割

　

個
別
企
業
及
び
事
業
主
団
体
に
、
最
近
の

円
高
の
進
行
が
雇
用
に
与
え
る
影
響
に
つ
い

て
ど
う
考
え
る
か
聞
い
た
と
こ
ろ
、「
す
で
に

影
響
が
あ
っ
た
」
が
五
・
七
％
、「
現
時
点
で

影
響
は
な
い
が
、
現
在
の
状
況
が
続
け
ば
影

響
が
あ
る
」
が
四
〇
・
六
％
で
、
何
ら
か
の

影
響
を
予
想
し
て
い
る
割
合
が
半
数
弱
。
一

方
、「
影
響
は
な
い
」
は
五
〇
・
〇
％
。
無
回

答
が
三
・
七
％
で
、
こ
れ
に
は
「
未
だ
分
か

ら
な
い
」
と
判
断
を
保
留
し
た
企
業
も
含
ま

れ
て
い
る
（
図
２
）。

　

影
響
が
あ
っ
た
・
あ
る
場
合
の
具
体
的
内

容
と
し
て
は
、「
新
規
学
卒
採
用
・
中
途
採
用

募
集
の
停
止
・
抑
制
」（
鉄
鋼
、
化
学
、
造
船
・

重
機
、
海
運
、
中
小
企
業
団
体
、
専
修
学
校

等
）
を
は
じ
め
、「
今
後
、
業
績
が
大
幅
に
落

ち
込
む
事
態
に
な
れ
ば
、
変
動
人
件
費
を
中

心
に
要
員
調
整
（
非
正
社
員
の
欠
員
補
充
停

止
、臨
時
ア
ル
バ
イ
ト
活
用
の
停
止
等
）」（
電

機
、
陶
業
、
道
路
貨
物
、
百
貨
店
、
玩
具
等

販
売
）、「
短
期
的
に
は
所
定
外
労
働
の
抑
制

や
配
置
転
換
、
出
向
、
一
時
帰
休
、
下
請
け
・

外
注
の
削
減
な
ど
。
中
長
期
的
に
は
採
用
政

策
の
再
検
討
や
、
部
門
間
の
人
員
調
整
、
正

社
員
を
含
め
た
人
員
調
整
な
ど
」（
工
作
機
械
、

繊
維
）
と
い
っ
た
回
答
が
あ
っ
た
。

　

ま
た
、「
円
高
が
長
期
に
わ
た
り
継
続
し
、

国
内
工
場
の
コ
ス
ト
競
争
力
が
失
わ
れ
た
と

判
断
す
れ
ば
、
海
外
へ
の
生
産
移
転
を
加
速

せ
ざ
る
を
得
な
い
。
こ
れ
に
伴
う
国
内
生
産

体
制
の
見
直
し
（
雇
用
調
整
）
は
避
け
ら
れ

な
い
」（
電
機
、
工
作
機
械
、
電
線
、
ゴ
ム
、

印
刷
、
水
産
）、「
長
期
的
に
円
高
が
定
着
す

る
な
ら
、
事
業
構
造
の
抜
本
的
な
再
構
築
が

求
め
ら
れ
る
。
そ
の
中
で
は
雇
用
面
で
も
、

あ
ら
ゆ
る
施
策
を
検
討
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
」（
造
船
・
重
機
）
等
の
指
摘
も
み
ら
れ
た
。

　

円
高
が
収
益
と
雇
用
に
与
え
る
影
響
の
関

係
を
み
る
と
、
収
益
へ
の
影
響
が
大
き
い
ほ

ど
雇
用
へ
の
影
響
も
大
き
く
な
っ
て
い
る
。

収
益
に
「
大
変
悪
い
影
響
が
あ
る
」
と
す
る

企
業
・
事
業
主
団
体
で
は
、
約
八
割
が
雇
用

に
影
響
が
あ
る（「
す
で
に
影
響
が
あ
っ
た
」

一
〇
・
三
％
、「
現
在
の
状
況
が
続
け
ば
影
響

が
あ
る
」
六
九
・
〇
％
の
合
計
）
と
し
て
い

る
。
こ
れ
は
、
収
益
に
「
若
干
悪
い
影
響
が

あ
る
」
と
回
答
し
、
雇
用
に
影
響
が
あ
る
と

す
る
約
五
割
（
前
同
七
・
〇
％
、
四
一
・
九

％
の
合
計
）
を
大
き
く
上
回
っ
て
い
る
。

輸
出
企
業
の
６
割
で
収
益
面
に

「
大
変
悪
い
影
響
」

　

以
上
の
結
果
を
、
回
答
・
企
業
モ
ニ
タ
ー

（
属
性
は
表
１
）
の
う
ち
、
海
外
へ
輸
出
を

「
し
て
い
る
」（
四
九
・
二
％
＝
三
一
社
）
と

し
た
、
い
わ
ゆ
る
輸
出
企
業
に
限
定
し
て
み

図２　最近の円高の進行が雇用に与える影響について、どう考えるか
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最
近
の
円
高
の
進
行
が
、
収
益
あ
る
い
は

雇
用
に
何
ら
か
の
悪
影
響
を
及
ぼ
す
と
回
答

し
た
個
別
企
業
・
事
業
主
団
体
（
七
三
・
六

％
）
に
、
対
応
策
を
講
じ
て
い
る
か
聞
い
て

み
る
と
、「
講
じ
て
い
る
」が
三
四
・
六
％
、「
現

時
点
で
は
講
じ
て
い
な
い
が
今
後
講
じ
る
予

定
」
が
五
・
一
％
で
、
合
わ
せ
て
約
四
割
。

一
方
、「
講
じ
て
い
な
い
（
現
時
点
で
講
じ
て

お
ら
ず
、
講
じ
る
予
定
も
ま
だ
な
い
）」
が

五
九
・
〇
％
と
六
割
近
く
に
の
ぼ
り
、
総
じ

て
急
激
な
円
高
に
よ
る
悪
影
響
を
危
惧
し
つ

つ
も
、
具
体
的
な
対
応
は
、
ま
だ
追
い
つ
い

て
い
な
い
様
子
が
窺
え
る
（
図
３
）。
な
お
、

無
回
答
は
一
・
三
％
だ
っ
た
。

　

輸
出
企
業
（
輸
出
企
業
の
九
三
・
六
％
）

の
み
で
み
る
と
、
円
高
対
応
策
を
「
講
じ
て

い
る
」
企
業
が
六
五
・
五
％
、「
現
時
点
で
は

講
じ
て
い
な
い
が
今
後
講
じ
る
予
定
」
が
一

〇
・
三
％
で
、
合
わ
せ
て
四
分
の
三
以
上
を

占
め
る
。
一
方
、「
講
じ
て
い
な
い
（
現
時
点

で
講
じ
て
お
ら
ず
、
講
じ
る
予
定
も
ま
だ
な

い
）」
は
二
四
・
一
％
と
な
っ
て
い
る
（
図
３
）。

　

企
業
の
回
答
か
ら
対
応
策
の
具
体
的
内
容

に
つ
い
て
み
て
み
る
と
、
生
産
・
調
達
面
で

は
、「
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
な
生
産
ラ
イ
ン
の
構
築

や
設
備
能
力
の
適
正
化
、
部
品
原
価
の
競
争

力
向
上
な
ど
従
来
か
ら
の
取
り
組
み
を
継

続
」（
自
動
車
）
の
ほ
か
、「
従
来
よ
り
取
り
組

ん
で
き
た
ア
セ
ッ
ト
ラ
イ
ン
の
推
進
や
、
国

内
外
工
場
の
位
置
づ
け
の
見
直
し
の
中
で
、

量
産
の
海
外
シ
フ
ト
を
促
し
て
き
た
こ
と
が
、

結
果
的
に
円
高
対
抗
策
に
も
な
っ
て
い
る
」

（
電
機
）、「
グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
点
で
み
た
最

適
地
で
生
産
・
調
達
を
行
う
体
制
の
構
築
・

推
進
」（
電
機
、
電
線
）
―
―
と
い
っ
た
指
摘

の
ほ
か
、「
海
外
か
ら
の
部
品
・
資
材
調
達
等

の
拡
大
」（
電
機
、
工
作
機
械
、
一
般
機
械
、

造
船
・
重
機
、
化
学
、
印
刷
）、「
生
産
拠
点

の
海
外
移
転
」（
化
粧
品
）、「
海
外
生
産
比
率

の
引
上
げ
」（
ゴ
ム
、造
船
・
重
機
、陶
業
）、「
オ

フ
シ
ョ
ア
開
発
の
推
進
」（
電
機
）、「
海
外
工

場
か
ら
の
半
製
品
・
製
品
の
輸
入
を
拡
大
」

（
非
鉄
金
属
）
等
の
回
答
が
み
ら
れ
た
。

　

財
務
戦
略
面
の
対
応
策
と
し
て
は
、「
為
替

予
約
（
ヘ
ッ
ジ
）」（
電
機
、一
般
機
械
、造
船
・

重
機
、
金
型
、
非
鉄
金
属
、
ゴ
ム
、
陶
業
、

化
学
）
に
加
え
、「
円
建
て
契
約
化
の
推
進
」

（
工
作
機
械
、
造
船
・
重
機
、
非
鉄
金
属
、

硝
子
、
建
設
、
出
版
）、「
契
約
通
貨
の
バ
ラ

ン
ス
化
」（
電
線
）
等
が
あ
っ
た
。

　

コ
ス
ト
面
で
は
、「
為
替
レ
ー
ト
を
反
映
し

た
値
上
げ
（
価
格
転
嫁
）」（
電
機
、
化
学
）

の
ほ
か
、「
製
造
原
価
の
低
減
」（
造
船
・
重
機
）、

「
在
庫
の
削
減
」（
電
機
）、「
販
管
費
の
削
減
」

（
電
機
、
一
般
機
械
、
ゴ
ム
、
硝
子
）、「
労

務
費
の
圧
縮
」（
非
鉄
金
属
、
製
缶
）、「
各
部

門
に
お
け
る
要
員
計
画
の
見
直
し
」（
ゴ
ム
）

等
が
あ
っ
た
。
ま
た
、「
価
格
競
争
に
よ
る
低

下
圧
力
を
受
け
に
く
い
、高
付
加
価
値
製
品
・

サ
ー
ビ
ス
の
追
求
」（
造
船
・
重
機
、
印
刷
）、

「
生
産
性
の
改
善
」（
陶
業
）
と
い
っ
た
指
摘

も
み
ら
れ
た
。

　

一
方
、
事
業
主
団
体
の
回
答
結
果
で
は
、

円
高
対
応
策
の
具
体
的
内
容
と
し
て
、「
政
府

の
為
替
介
入
を
歓
迎
す
る
コ
メ
ン
ト
を
発
表

し
た
」（
商
社
）
や
、「
政
府
に
対
し
市
場
安
定

化
等
を
要
請
し
た
」（
工
作
機
械
）、「
政
策
要

望
書
の
中
で
言
及
し
た
」（
非
鉄
金
属
）
と
い

っ
た
政
府
へ
の
要
望
の
ほ
か
、「
安
価
な
輸
入

品
の
流
入
に
備
え
、
国
産
品
の
優
位
性
Ｐ
Ｒ

を
強
化
し
た
」（
木
材
）、「
円
高
対
策
特
別
相

談
室
を
設
置
し
た
」（
中
小
企
業
団
体
）
―
―

等
が
あ
っ
た
。

採
算
為
替
レ
ー
ト
は
91
〜
84
円

　

輸
出
企
業
に
対
し
、
調
査
時
点
で
の
（
想

て
み
る
。

　

そ
れ
に
よ
る
と
、
最
近
の
円
高
の
進
行
が

収
益
に
与
え
る
影
響
に
つ
い
て
は
、「
大
変
悪

い
影
響
が
あ
る
」
が
五
八
・
一
％
、「
若
干
悪

い
影
響
が
あ
る
」
が
三
五
・
五
％
で
、
合
わ

せ
て
約
九
五
％
が
悪
影
響
が
あ
る
と
回
答
。

一
方
、「
良
い
影
響
が
あ
る
」「
若
干
良
い
影
響

が
あ
る
」
は
と
も
に
〇
・
〇
％
で
、「
直
接
的

な
影
響
は
な
い
」が
六
・
五
％
だ
っ
た（
図
１
）。

　

ま
た
、
最
近
の
円
高
の
進
行
が
雇
用
に
与

え
る
影
響
に
つ
い
て
は
、「
す
で
に
影
響
が
あ

っ
た
」
と
す
る
回
答
は
な
い
も
の
の
、「
現
時

点
で
影
響
は
な
い
が
、
現
在
の
状
況
が
続
け

ば
影
響
が
あ
る
」
が
七
一
・
〇
％
と
七
割
超

に
の
ぼ
っ
て
い
る
。「
影
響
は
な
い
」は
二
五
・

八
％
、
無
回
答
は
三
・
二
％
だ
っ
た
（
図
２
）。

　

こ
の
よ
う
に
輸
出
企
業
に
限
定
す
る
と
、

最
近
の
急
激
な
円
高
が
収
益
・
雇
用
両
面
に

及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
、
深
刻
な
危
機
感
を

抱
い
て
い
る
様
子
が
浮
き
彫
り
に
な
っ
て
く

る
。

図３　円高への対応策を講じているか
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定
）
採
算
為
替
レ
ー
ト
を
聞
く
と
、
対
ド
ル

で
は
九
一
・
〇
〇
円
か
ら
八
四
・
二
七
円
の

レ
ン
ジ
に
幅
広
く
分
布
。
全
体
平
均
で
は
、

八
八
・
五
一
円
と
な
っ
た
。
調
査
終
了
時
点

一
〇
月
一
四
日
の
終
値
相
場
（
一
ド
ル
＝
八

一
・
四
五
円
）
と
比
較
す
る
と
、
回
答
し
た

す
べ
て
の
企
業
の
採
算
ラ
イ
ン
を
下
回
っ
て

お
り
、
想
定
外
の
深
刻
な
局
面
に
直
面
し
て

い
る
こ
と
が
分
か
る
。
な
お
、
一
円
の
為
替

変
動
に
よ
る
全
体
平
均
の
影
響
額
は
、
営
業

利
益
で
対
ド
ル
平
均
約
二
七
・
五
億
円
、
経

常
利
益
で
約
一
〇
・
六
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

拡
大
す
る
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
、
労

組
サ
イ
ド
は
ど
う
対
応
し
て
い
る

の
か

企
業
別
・
産
業
別
労
働
組
合
調
査

　

今
回
の
調
査
で
は
、
企
業
及
び
事
業
主
団

体
に
、
急
速
な
円
高
の
影
響
や
対
応
策
に
つ

い
て
聞
い
た
の
に
併
せ
て
、
企
業
別
・
産
業

別
労
働
組
合
モ
ニ
タ
ー
に
対
し
、
進
展
す
る

グ
ロ
ー
バ
ル
化
等
に
ど
う
対
応
し
て
い
る
の

か
聞
い
た
。
調
査
は
、
企
業
別
労
組
三
八
組

織
、
産
業
別
労
組
二
七
組
織
を
対
象
に
、
九

月
二
一
日
〜
一
〇
月
一
四
日
に
か
け
て
実
施
。

単
組
二
六
組
織
、
産
別
一
七
組
織
か
ら
得
た

回
答
を
集
計
し
た
（
そ
れ
ぞ
れ
有
効
回
収
率

は
六
八
・
四
％
、
六
三
・
〇
％
）。

　

グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進
展
が
及
ぼ
す
影
響
を

ど
う
考
え
て
い
る
か
聞
く
と
、「
大
い
に
影
響

が
あ
る
」
が
三
二
・
六
％
、「
や
や
影
響
が
あ

る
」
が
三
九
・
五
％
で
、
合
わ
せ
て
七
割
超

が
影
響
が
あ
る
と
回
答
。
一
方
、「
ほ
と
ん
ど

影
響
は
な
い
」
は
一
六
・
三
％
、「
影
響
は
な

い
」
は
二
・
三
％
で
、「
分
か
ら
な
い
」
が
九
・

三
％
と
な
っ
た
（
図
４
）。

　

影
響
が
あ
る
場
合
の
具
体
的
内
容
に
つ
い

て
は
、「
海
外
に
在
籍
す
る
組
合
員
と
の
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
」
が
七
一
・
〇
％
、「
海
外

出
向
・
駐
在
員
増
加
に
伴
う
労
働
条
件
・
環

境
の
整
備
」
が
六
一
・
三
％
、「
海
外
展
開
や

為
替
変
動
に
伴
う
、
国
内
雇
用
人
員
数
等
へ

の
影
響
」
が
五
一
・
六
％
、「
海
外
派
遣
に
よ

る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
問
題
の
増
加
」
と
「
海

外
拠
点
で
の
労
使
紛
争
へ
の
対
応
」
が
と
も

に
二
五
・
八
％
、「
経
営
に
係
る
協
議
の
複
雑

化
（
情
報
不
足
含
む
）」
と
「
国
内
を
守
備

範
囲
と
す
る
労
組
と
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
点

の
経
営
と
の
認
識
ギ
ャ
ッ
プ
（
労
働
条
件
改

善
が
進
み
に
く
い
）」
が
と
も
に
二
二
・
六
％
、

「
合
併
等
企
業
（
海
外
）
の
労
働
組
合
と
の

連
携
・
再
編
」
が
一
九
・
四
％
、「
経
営
陣
（
外

国
人
含
む
）
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の

難
化
」
が
一
六
・
一
％
、「
海
外
法
人
と
の
連

結
決
算
に
な
っ
た（
会
計
基
準
が
変
化
し
た
）

こ
と
に
よ
る
、
労
使
間
賃
金
等
交
渉
（
春
闘

含
む
）
の
あ
り
方
の
変
更
」
と
「
海
外
売
上

高
比
率
の
上
昇
に
伴
う
、
業
績
連
動
・
成
果

配
分
の
あ
り
方
へ
の
影
響
」が
と
も
に
一
二
・

九
％
、「
国
際
労
働
・
人
権
団
体
へ
の
対
応
」

が
九
・
七
％
、「
そ
の
他
」
が
三
・
二
％
―
―

と
な
っ
た
（
図
５
）。

　

さ
ら
に
、
産
業
別
労
組
を
対
象
に
、
最
近

の
円
高
の
進
行
が
、
加
盟
傘
下
の
雇
用
に
与

え
る
影
響
を
ど
う
考
え
る
か
聞
い
た
と
こ
ろ
、

表１　　回答企業の属性

業種分類 製造業 50.8％、非製造業 49.2％

海外支社・事務所 「ある」66.1％

海外現地法人（子会社等） 「ある」74.2％

海外生産（委託含む） 「している」53.2％

自社の海外生産拠点 「ある」45.2％

海外への輸出 「している」49.2％

海外からの輸入 「している」66.1％

2009 年度の新卒採用者に
占める外国人割合

全体平均で 1.20％
外国人を採用した企業のみ平均で 1.84％

雇用者総数に占める
外国人割合

全体平均で 0.73％
外国人を雇用している企業のみ平均で 0.87％

2009 年度の海外生産比率

全体平均で 30.4％
（0.0％～ 82.1％まで分布）
輸出企業の平均で 34.8％
（0.1％～ 82.1％まで分布）

海外生産比率の
３年前と比較した増減

全体平均で、「増えた」39.5％、
「横ばい」46.5％、「減った」14.0％
輸出企業の平均で、「増えた」44.4％、
「横ばい」38.9％、「減った」16.7％

図４　グローバル化の進展による影響について
どう考えているか（ｎ=43）
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「
す
で
に
影
響
が
あ
っ
た
」
が
一
二
・
五
％
、

「
現
時
点
で
影
響
は
な
い
が
、
現
在
の
状
況

が
続
け
ば
影
響
が
あ
る
」
が
五
〇
・
〇
％
で
、

何
ら
か
の
影
響
を
予
想
し
て
い
る
割
合
が
六

割
超
。「
影
響
は
な
い
」
は
三
七
・
五
％
と

な
っ
た
。

　

こ
れ
を
製
造
・
非
製
造
別
に
み
る
と
、
製

造
八
組
織
で
は
、「
大
い
に
影
響
」「
や
や
影

響
」
を
合
わ
せ
て
影
響
あ
り
が
八
七
・
五
％
。

影
響
な
し
と
す
る
回
答
は
な
く
、「
分
か
ら
な

い
」
が
一
二
・
五
％
と
な
っ
て
い
る
。
一
方
、

非
製
造
九
組
織
で
は
、
同
じ
く
影
響
あ
り
が

六
六
・
六
％
。「
ほ
と
ん
ど
影
響
な
し
」
が

二
二
・
二
％
で
、「
分
か
ら
な
い
」
が
一
一
・

一
％
だ
っ
た
。

　

そ
こ
で
、
何
ら
か
の
影
響
を
見
込
む
産
業

別
労
組
（
六
二
・
五
％
）
に
対
し
、
円
高
に

対
す
る
取
り
組
み
を
行
っ
て
い
る
か
聞
く
と
、

「
行
っ
て
い
る
」
と
「
現
時
点
で

は
行
っ
て
い
な
い
が
、
今
後
行
う

予
定
」が
と
も
に
二
〇
・
〇
％
、「
行

っ
て
い
な
い
」
が
六
〇
・
〇
％
と

な
っ
た
。
行
っ
て
い
る
場
合
の
具

体
的
な
取
り
組
み
内
容
と
し
て
は
、

「
政
府
へ
の
申
入
れ
」
や
「
政
府

に
対
す
る
雇
用
対
策
の
充
実
の
要

請
」「
経
営
者
団
体
へ
の
雇
用
確
保

要
請
」
が
あ
が
っ
て
い
る
。

（
調
査
・
解
析
部　

郡
司
正
人
、

渡
辺
木
綿
子
）　　
　
　
　
　
　

※
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機

構
は
、「
ビ
ジ
ネ
ス
・
レ
ー

バ
ー
・
モ
ニ
タ
ー
調
査
」
と

し
て
、
企
業
、
事
業
主
団
体
、

企
業
別
労
働
組
合
、
産
業
別

労
働
組
合
で
構
成
す
る
登

録
モ
ニ
タ
ー
を
対
象
に
、
定

点
観
測
的
に
景
気
判
断
や

雇
用
動
向
、
労
使
の
課
題
な

ど
を
尋
ね
る
業
況
調
査
（
年

四
回
）
の
ほ
か
、
適
宜
、
喫

緊
の
ト
ピ
ッ
ク
ス
に
つ
い

て
尋
ね
る
テ
ー
マ
調
査
を

実
施
し
て
い
る
。

図５　グローバル化の進展による影響がある（ｎ=31）場合、具体的にどのような影響か
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国内投資促進円卓会議の民間委員が緊急提言
――国内投資の促進と雇用の創出に向け、円高を生かした対策も求める――

　政府が「日本国内投資促進プログラム」の取りまとめに向けて設置した国内投資促進円卓会議の民間委員は 10 月 4日に
緊急提言をまとめ、同会議の議長である大畠経済産業大臣に提出した。緊急提言は、同会議の米倉弘昌日本経団連会長や志
賀俊之日本自動車工業会会長のほか、連合の古賀伸明会長ら民間委員が今後の経済対策に反映するよう求めたもの。2011
年度からの法人税引き下げや経済連携協定（EPA）の推進、政府・日本銀行が一体となった円高対策など、新成長戦略の
前倒し実施やレアアース対策などを盛り込んでいる。さらに、円高を生かした資源権益の確保やインフラ輸出の促進なども
求めている。

経済対策に関する緊急提言
 平成２２年１０月４日
 国内投資促進円卓会議
 民　　間　　委　　員

　国内投資を拡大し雇用を創出するためには、我が国の立
地の魅力を高め仕事を創出する施策が重要である。

このため、
• 平成２３年度からの中小法人の軽減税率を含む法人税減
税

• 国内制度改革等と一体となった主要国との質の高い経済
連携の推進
• 政府・日銀一体となった円高対策
• 国際的なイコールフッティングを確保した適切な温暖化
対策
等を推進すべきである。

　これらに加え、以下の施策は投資促進効果、雇用創出効
果が大きいことから、経済対策として政府において早急に
実施することを望む。

　〈資料〉
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（１）新成長戦略の前倒し実施

• 「新成長戦略実現会議」を司令塔として、グリーン・ラ
イフ分野のイノベーション・投資促進など新成長戦略の
工程表を着実に実施する。

• 低炭素産業立地支援に加え、研究開発・実証施設
• 試作開発を含めた事業化関連施設などイノベーション拠
点の国内立地を支援する。

• 我が国のアジア拠点化を推進するため、グローバル企業
の高付加価値拠点の国内立地を支援する。

• 世界最先端のイノベーション拠点を前倒しで整備するな
ど、国際競争力強化の観点から国際的に遜色のない研究
開発支援を行う。

• 規制・制度改革をはじめ様々な施策を通じて、将来の成
長につながるエコカーや省エネ家電などの低炭素製品の
普及促進を図る。

• ＩＴの活用による国民生活の利便性向上や生産コスト低
減等を推進する。

（２）レアアース対策等
• 代替技術の開発支援、リサイクルの推進、レアアース等
利用産業の製造技術の高度化及び国内立地支援等、戦略
的なレアアース等の安定調達策を総合的に講じる。

• 円高メリットを活用したレアアースをはじめとする各種
資源権益の確保や、インフラ輸出等を促進する。

（３）地域・中小企業、雇用対策
• 雇用の源である中小中堅企業に対する金融支援、ものづ
くり支援、技術開発支援、海外販路開拓支援、グリーン
投資支援を強化する。その際、特に小規模な企業への配
慮を行う。

• 真に必要な社会資本整備を推進する。
• 地域に密着した内需型産業を支援するため、医療・介護
の人材育成等の支援、農業・食の省エネ設備導入等の支
援、観光振興等を行うとともに、消費を刺激するため政
策を総動員する。

• 中小中堅・ベンチャー企業等への新卒の就職支援など雇
用対策を強化する。

• 国内立地支援にあたっては、労働法制の遵守状況等を条
件とするなど、質の高い雇用の創出に資する制度とする。

（４）規制・制度改革等
• 国際競争に対応するため、企業結合審査の透明化・迅速
化、さらにはその前提としての公正取引委員会の審判制
度の廃止を推進する。
• 内外からの投資を拡大するため、内外企業からの規制・
制度改革要望の受付・処理機能を充実・強化する。
• 工場・事業所の立地手続及び住宅投資に関する規制改革
を推進する。
• 世界水準の事業環境整備を目指し、高度人材の育成・確
保に対する支援を強化するとともに、生産や物流等にか
かわる規制・制度を抜本的に見直す。

日本経済団体連合会 会長 米倉　弘昌
日本金型工業会 会長 上田　勝弘
日本労働組合総連合会 副事務局長 逢見　直人
日本商工会議所 会頭 岡村　正
全国銀行協会 会長 奥　　正之
日本チェーンストア協会 会長 亀井　淳
医療法人鉄蕉会 理事長 亀田　隆明
日本労働組合総連合会 会長 古賀　伸明
日本自動車工業会 会長 志賀　俊之
電気事業連合会 会長 清水　正孝
電子情報技術産業協会 会長 下村　節宏
日本ねじ工業協会 会長 竹中　弘忠
日本工作機械工業会 会長 中村　健一
日本ニュービジネス協議会連
合会

会長 長谷川　裕一

日本製薬工業協会 会長 長谷川　閑史
情報サービス産業協会 会長 浜口　友一
日本鉄鋼連盟 会長 林田　英治
日本ツーリズム産業団体連合
会

会長 舩山　龍二

日本農業法人協会 会長 松岡　義博
電気通信事業者協会 会長 三浦　惺


